別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：男女共同参画推進費
	事業名:　男女共同参画計画推進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　環境生活部　男女参画青少年課　男女共同参画担当　電話番号：058-272-1111（内2424）　　　　　　　　　　　

E-mail：c11123@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：414千円（前年度予算額：429千円）
	事業内容


	１　事業の内容


少子高齢化の進展や景気低迷、人びとの価値観の多様化など、社会・経済状況が大きく変化する昨今、家庭や職場、地域など、あるゆる場面おいて、男女が互いを尊重し、個性と能力を十分に発揮できる「男女共同参画社会の実現」が今まで以上に必要となっている。

このため、「男女共同参画社会基本法」並びに「岐阜県男女が平等に人として尊重される男女共同参画社会づくり条例」の基本理念を踏まえ、「岐阜県男女共同参画計画（第2次）」を策定し、「あらゆる分野における男女共同参画の促進」「人権が尊重される社会環境整備」「男女共同参画推進の基盤づくり」の３つの柱を軸に様々な施策を推進している。

男女共同参画社会の実現のためには、固定的役割分担意識の払拭をはじめ、あらゆる分野で意識を変えていくことが重要であるため、一般県民を対象として男女共同参画に係る啓蒙を行う『出前講座』及び若年層を対象とした『基礎講座』を引き続き実施する。
　また、平成25年度末に終期を迎える男女共同参画計画（第2次）の改定に向け、市町村担当職員からの意見を聴取するとともに、市町村計画未策定の自治体に対する働きかけを行う。
（１）岐阜県男女共同参画社会づくり推進本部運営

内容：全庁的な男女共同参画施策の推進を図る庁内体制を確保するため、同本部及び幹事会で関連施策を協議する。
構成：本　部…各部局長等

　　　幹事会…関係所属長

（２）地域別男女共同参画推進事業
　　①「男女共同参画基礎講座」
　　　対象：県内大学生等
内容：若者の男女共同参画意識の醸成を早期に図り、未来に向けた人材育成を進めるため、大学等のカリキュラムの一環として講座を実施する。
　　　時期：11月の「男女共同参画推進強調月間」を中心に、５回程開催
　　②「男女共同参画出前講座」

　　　対象：一般県民

内容：男女共同参画に係る基礎知識、現状、必要性等に係る啓発を行うため、自治会、PTA等が開催する会合等に専門講師を派遣し、講座を実施する。
　　　時期：11月の「男女共同参画推進強調月間」を中心に、５回程開催
　　③県男女共同参画計画（第３次）改定に向けた意見聴取等
　　　対象：市町村男女共同参画担当所属長及び担当者
内容：県男女共同参画計画（第２次）の改定に向け、市町村担当職員から意見を聴取するとともに、市町村における男女共同参画計画策定率向上につなげるための働きかけを行う。
（３）男女共同参画計画実施状況報告書作成事業

　　　内容：本県の男女共同参画関連施策及び男女共同参画社会を取り巻く状況をとりまとめて公表する。
　　　時期：12月までに県内５圏域で開催
（４）岐阜県職員男女共同参画推進員研修事業

　　　対象：人事管理を担当する管理監相当職にある職員

　　　内容：人事管理を担当する職員の男女共同参画意識の高揚を図るとともに、職場で浸透させていくための研修を実施。

　　　時期：「男女共同参画週間」である６月を目処
	２　所要経費


（１）岐阜県男女共同参画社会づくり推進本部運営　28千円
（２）地域別男女共同参画推進事業　    　　　　 386千円
①「男女共同参画基礎講座」　　         137.5千円
②「男女共同参画出前講座」　　         137.5千円
③「男女共同参画計画推進セミナー」       111千円
（３）男女共同参画計画実施状況報告書作成事業（ゼロ予算）
（４）岐阜県職員男女共同参画推進員研修事業　（ゼロ予算）　　

	これまでの取組と成果

	

	１　長期構想上の位置付け


　Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり
　　２　女性が働きやすく、活躍できる地域をつくる

　　・あらゆる分野における男女共同参画を促進する
	２　これまでの取組状況


男女共同参画社会づくりを推進するためには、地域における活動の促進が重要であり、地域で開催される会合等に専門講師を派遣する「出前講座」を５カ所で開催した。

政策方針決定過程等への女性の参画を推進するため、県審議会等の改選時を狙って積極的な女性の登用を働きかけるとともに、女性人材リストの活用を呼びかけた。

男女共同参画社会の実現には、行政職員の意識啓発も重要であるため、所属の男女共同参画推進員が中心となって職場研修を実施していただけるよう、研修素材を制作し、各所属へ提供した。

	３　これまでの取組に対する評価


地域での意識啓発を行うための出前講座には、多くの自治体から実施希望があり、実施後のアンケートには、非常に参考になった、また利用したい等の感想が寄せられた。

県審議会等における女性委員の参画率については、これまで行ってきた目標未達成の審議会に対するヒアリングや、女性人材リストの活用促進等が功を奏し、目標である35%を達成した。今後も更なる向上をめざし、働きかけを継続していく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	429
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	429

	要求額
	414
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	414

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


